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の成果を継承し、米韓同盟 二一世紀「包括的戦略同盟」としてさらに発展させ、米韓自由貿易協定（ＦＴＡ） 、核不拡散、平和構築、開発援助（ＯＤＡ）などの拡充を確認した。韓国は環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）参加を表明していないが、米韓ＦＴＡが「アジア太平洋共通市場のひとつの重要なプラットフォーム」になると位置づけている。エネルギー協力 一環として（難航している）米韓原子力協定改定も最重要課題のひとつである。しかし、朴槿恵大統領自身の最大の関心は朝鮮半島と周辺地域（北東アジア）の平和と安定である。 「グローバル」に傾きすぎた李明博外交の歪みを直し、韓国を取り巻く地域の安定に重点をおく。朴槿恵外交のキーワードは 「信頼外交 （
T
rustpolitik ） 」
である。今回の訪米で「信頼」を確認 た米韓同盟を土台に、 「韓半島の プロセス」と「東
北アジア平和・協力構想」 （ソウル・プロセス）を通して、韓国が外交イニシアチブをとりもどし、南 朝鮮ならびに北東アジアの信頼醸成・信頼構築を追求することである。　「東北アジア平和・協力構想」には中国と日本へのメッセージが込め れている。朴大統領は米議会演説で 「アジア ・ パラドックス （矛盾） 」について言及した。ア では経済的相互依存は深化しているが、 「歴史をめぐ 差異は拡大」し、政治・外交協力は「後退」してい 。この
「パラドックス」をいかにマネージするかがアジアの新秩序を左右するという そのために、アメリカを含む 「北東アジアのパートナー」 と、環境、災害救援 原子力安全、対テロ対策など「ソフトな問題」から北東アジア多国間対話プロセスを進めたいと提案した。当然 日中韓三国協力も重要な要素であるが、日中、日韓 不和のため、五月の環境大臣会合（福岡）は実施されたものの、首脳会談（ソウル）は延期された。しかしソフトな問題だけで済まないのが北東アジアである。 北朝鮮 核 ・ ミサイルなどハードな問題への対応は急務である。　
朴大統領の首脳外交の次の焦点は訪中、そし
て韓中関係の格上げである。朴政権は韓米中戦略対話の実現をめざ 、戦略的 ライアングルの強化を図ろうとしている。一方、日韓首脳会談の目処はたたず、日韓関係の漂流は続く。日韓ひいては日米 トライ ングルの戦略ビジョン、未来ビジョンは不透明さを増 てい まずは日 首脳 「信頼」回復のために双方の対話と歩み寄りが必要である。日韓協力の土台となる価値観の共有、歴史認識 共有は欠かせない。
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